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１． 背景 

 日本の郊外住宅地の多くは，1960年代から開発が行われ，現在

では住民の高齢化やインフラの老朽化が進んでいる。こうした中，

人口が減少し，世代の入れ替えも緩慢である住宅地では，空閑地

の発生・残存が課題となっている1），2）。空閑地は，適切に管理さ

れなければ，治安・衛生面において住環境に悪影響をもたらす。

しかし，土地所有者が遠方に居住している，コストがかかる等の

理由から，適切に管理されていない場所も多い3）。 

空閑地の適切な管理手段のひとつとして，周辺住民による農園

利用が着目される。都市住民の農の希求は，市民農園開設数の増

加4）や都市部における民営体験農園の登場5）に示されるように，

高まりがみられる。購入に頼らず，わずかでも農作物を自給する

ことは，安心・安全な農作物の確保や，災害への備えとして意味

がある6）。また，2014年8月制定の立地適正化計画制度では，住

宅地の撤退跡地に対する市民農園の設置が支援されており7），空

閑地の農園化が，都市縮退への対応としても重要視されている。 

一方，農園において持続的に農作物を生産するためには，堆肥

等の投入により，地力を維持することが不可欠である。空閑地を

農園化する場合，周辺住宅地との近接性を活かし，生ごみや剪定

枝といった家庭由来の有機性廃棄物の収集・堆肥化により，外部

からの購入資材に頼らない地力維持の可能性がある。収穫された

農作物が家庭で消費され，その残渣が再び農園へ還元されること

により，小規模な有機性資源の循環利用の成立が期待される。こ

うした取り組みは，廃棄物の削減に資するほか，堆肥や農作物運

搬時のコストや環境負荷が低いなど，様々な利点がある。 

 有機性資源の循環利用に関する既往研究では，「R緑地」という

概念を提示し，生ごみの還元先としてどれだけ緑地が必要か検討

したもの8），農住混在地域において，農地を生ごみの還元先とし

た場合の小規模物質循環圏を同定し，生ごみの還元率や農作物の

自給可能性を検討したもの9）が存在する。しかし，これらの研究

は，近年，その管理が課題となっている空閑地を堆肥の還元先と

して想定しておらず，空閑地の問題に応えられていない。 

さらに，既往研究では，有機性資源として生ごみのみを扱って

いる。しかし現実には，含水率の高い生ごみのみの堆肥化では微

生物による分解が進みにくく，腐敗して臭気が発生する危険があ

る。とりわけ住宅地域で堆肥化する場合，臭気の問題は実施に向

けた障害となる。この問題の解決方法として，副資材として含水

率の低く，炭素分の多い有機性資源の混合が有効とされている10）。

そこで本研究では，住宅地で発生する剪定枝をチップ化したもの

を副資材に想定する。ただし，生ごみと剪定枝の配分比や，製造

された堆肥の施肥効果は不明のため，基礎的な検討が必要である。 

以上より，本研究は空閑地を農園化した場合の，生ごみと剪定

枝を用いた小規模有機性資源循環利用の効用と実施可能性を検討

することを目的とする。具体的には，生ごみと剪定枝の混合堆肥

の原料配分比や施肥効果を明らかにした上で，空閑地の農園化の

程度を尺度としてシナリオを複数設定する。そして，効用は農作

物自給率および堆肥要求量とそれに準じる廃棄物削減量に着目し，

実施可能性は必要協力世帯率に着目して，各シナリオを分析する。

なお，本研究では，空閑地を「地目に関わらず非建蔽の住宅地の

うち，舗装の有無に関わらず駐車場・資材置き場の利用がなされ

ていない区画」と定義する。 

 

２．研究の方法 

（１）対象地 

 本研究の対象地は，首都圏のベッドタウンとしての性格を強く

持つ千葉県柏市の住宅地とした。同市は千葉県北西部，都心から

約30 kmに位置する郊外都市であり，1960年以降にJR常磐線

や東武野田線沿線の住宅地開発が進んでいる。現在では空き家や

空閑地の発生が問題となっていることから，本研究の対象地とし

て適当だと考えられる。より具体的には，市街化区域内の住居系

用途地域（第一種・第二種低層住居専用地域，第一種・第二種中

高層住居専用地域，第一種・第二種住居地域，準住居地域）を抽
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出したのち，新規開発区域である北部（つくばエクスプレス線沿

線），合併前の農村部である東部（旧沼南町）を除くことにより，

市域のうち，古くに開発が進んだ住宅地に対象を絞った（図－1）。

北部・東部の範囲は柏市（2011）11）による。また住居系用途地域

の把握には，2008年時点の千葉県柏市都市計画図を使用した。 

（２）小規模有機性資源循環利用シナリオの分析 

本研究では，図－2 に示した流れで小規模有機性資源循環利用

シナリオの分析を行う。各項目の詳細を下記に示す。なお，計算

結果の表示に際しては，様々な測定値や引用値を多数回乗除する

必要性を踏まえ，有効数字を2桁とした。 

１）生ごみ・剪定枝混合堆肥の製造実験，施肥実験 

空閑地に投入する堆肥の原料となる生ごみ・剪定枝の配分と，

製造された堆肥の施肥効果を把握するため実証実験を行った。生

ごみは，野菜類を主食材とする柏市柏の葉の飲食店から提供を受

け，剪定枝は，柏市大青田の里山で活動する市民団体から提供を

受けた。里山からの資材は，家庭由来の剪定枝と同質となるよう，

間伐材の枝部のうち径が細く，葉も多く含む部分を使用した。生

ごみは，実際の家庭から排出される生ごみとは質的にやや異なる

と考えられるが，柏市で非分別指定の生ごみを対象地内で網羅的

に収集することが困難であった点，および，本研究では農作物の

自給と非食部の土壌還元を想定しており，野菜くずが生ごみに多

く含まれると考えられた点から，上記の飲食店から提供を受ける

こととした。剪定枝についてはウッドチッパー（大橋製FO-280）

を用い，一片5～10 mm程度の木質チップに加工して使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 対象地の位置と空閑地の分布 

（柏市地図の領域区分は町丁目，斜線は住居系以外の用途を示す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 分析の流れ 

 堆肥製造実験は，生ごみ・木質チップの配分を変えて2回行っ

た。第一期（2013年11月7日～2014年6月19日）は，木質チ

ップの配分量を多くすることを意図し，蓋付きの木箱（縦，横，

高さともに50 cm，底は抜けており地面に触れている）に木質チ

ップ20 kg（生重量）を投入したのち，週１回，生ごみの生重量

を記録した上で投入し，資材を攪拌した。第二期（2014 年 7 月

10 日～9月 11日）は，生ごみの配分を多くすることを意図し，

木質チップ5.0 kg（生重量）を投入したのち，週１回，飲食店提

供の生ごみを投入し，生ごみの量に応じて木質チップ1.0 kgまた

は2.0 kgを投入した。なお，両期ともに，堆肥温度，水分の変化

を観測し（T&D 製おんどとり TR-52i，シロ産業製堆肥水分計

M432X-1400G を使用），発酵に適した温湿度環境となっている

か確認するとともに，発酵速度，形質（有機物が物理的に分解さ

れているか）を観測し，冬季の第一期は8か月，夏季の第二期は

2 か月で実験終了した。また，臭気発生調査のため，生ごみ投入

時に臭気計（コスモス電機製XP-329m）で臭気指数を測定した。 

堆肥製造の終了判断時期が適当かの確認，および，堆肥の質の

確認を目的として，第一期は2014年5月29日に，第二期は2014

年9月18日に堆肥サンプルを採取し，外部機関に委託12）して堆

肥の成分分析を行い，窒素，リン酸，カリウムの全量，炭素率（C/N

比），発芽率等を把握した。また，20 L容量のプランタと無施肥

の土を用いて，2種類の堆肥を同量（0.5 kg程度）施肥し，コン

トロールとして無施肥のままのプランタも準備し，コマツナの生

育実験を2015年6月16日～7月22日に行った。なお，第一期・

第二期の時間差の影響を少なくすること，および，成分分析の報

告で発芽率向上のため両堆肥とも間を置いて施肥する必要性が指

摘されたことから，製造実験後から生育実験まで、木箱内に堆肥

を放置した。測定項目は，コマツナの平均高，収穫分生重量，収

穫分葉数とし，比較を行った。結果から，いずれの堆肥が適切で

あるかを総合的に判断し，生ごみ・剪定枝の配分比を設定した。 

２）空閑地の把握とシナリオ設定 

研究対象地内の空閑地のデータは，鈴木（2012）13）の調査結

果を使用した（図－1）。鈴木（2012）は柏市の住居系用途地域を

対象とした調査を行っており，平成 18 年度都市計画基礎調査の

土地利用ポリゴンデータと，2011年時点の空中写真（柏市財政部

資産税課撮影，オルソ化済，解像度16 cm）とをArcGIS 10（ESRI

社）を用いて重ね合わせ，対象地内の空閑地の抽出を行ったのち，

すべての空閑地を現地踏査し，農園利用の有無を把握している。 

本研究では，空閑地の農園利用について，その農園化の程度を

尺度として以下の3つのシナリオを設定した。 

・「現状」シナリオ：全空閑地20.5 haのうち，既に農園利用され

ているもの1.38 ha（6.7%）を対象とする14）。各空閑地の栽培面

積率も，実態に従い60%15）とする。 

・「潜在需要顕在化」シナリオ：「現状」に加え，農作物栽培に興

味を持つ住民が空閑地を農園利用した場合を想定する。柏市が行

ったアンケートによると，農作物栽培に興味を持つ住民は，現在

農作物栽培を行っている住民の3倍程度存在する16）。これらの住

民が空閑地で農作物栽培を新たに行うことを仮定し，現状の1.38 

haに加え，追加的に4.15 haの空閑地（計5.53 ha: 全空閑地の

27%）が農園利用されることを想定する。各空閑地の栽培面積率

も，より積極的に農園化がなされるとして，80%17）と仮定する。 

・「最大利用」シナリオ：全空閑地20.5 haを農園として利用する

場合を想定する。各空閑地の栽培面積率は80%とする。 

 なお各シナリオは，後述するとおり，有機性資源の循環利用の

観点から，「農作物自給率」「堆肥要求量」「必要協力世帯率」の３

点から分析する。この分析の空間単位を，本研究では町丁目に設

定した。その理由は，徒歩圏程度という本研究の想定する有機性

資源循環利用のスケールに合致すること，取り組みを実際に行う
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際，概ね町丁目ごとに存在する自治会組織が中核となることによ

り，個々の世帯の協力を得やすいと考えられることによる。対象

地内の町丁目数は180であり，そのうち空閑地を全く含まない60

町丁目を除いた120町丁目を分析対象とした。 

３）分析に必要な原単位の把握 

・農作物生産量 

田原ら（2011）18）のデータをもとに，市民農園の利用者 5 名

が栽培した，葉茎菜類・根菜類・果菜類の上位各6品目の合計収

量の平均を求めた。この農作物収量平均を利用者の栽培面積平均

で除することにより，本研究で想定する農園利用の空閑地 1 m2

当たりの農作物生産量を算出した。 

・堆肥要求量 

 空閑地の農園化にあたり，地力の維持のための堆肥要求量を以

下の式により算出した。 

A: 農園収穫物の窒素吸収量 [kg] = Σ （品目別収量 [t]・品目別

窒素吸収量 [kg/t]） 

B: 有効窒素1 kgあたり堆肥重量 [kg] = 堆肥重量 [kg] /（堆肥中

の全窒素量 [kg]・肥効率） 

農園の堆肥要求量 = A・B 

品目別収量は，市民農園を対象とした田原ら（2011）18）の成果

から，5 名の被験者が作付けした葉茎菜類・根菜類・果菜類の上

位各6品目の収量とした。品目別窒素吸収量は，千葉県の「主要

農作物等施肥基準19）」に記載された，各品目の「収量1 t当たり

の植物体全体の窒素吸収量」とした。堆肥中の全窒素量は，成分

検査で把握された値とした。ただし，堆肥中の窒素すべてが植物

体に吸収される有効窒素となるのではないため，肥効率を堆肥中

の全窒素量に乗じる必要がある。そのため，この肥効率を生ごみ

堆肥の一般的値に該当する30%と仮定した20）。ただし，ジャガイ

モとブロッコリーについては，千葉県の「主要農作物等施肥基準
19）」に記載がなかったため，埼玉県の「主要農作物施肥基準21）」

の10 aあたりの施肥基準（窒素施用量）を使用し，これは既に肥

効率を考慮した値として計算処理した。 

・有機性資源供給量 

 各世帯からの生ごみ供給量は，東京都日野市において生ごみ回

収を行い，コミュニティガーデンで堆肥利用している団体の報告

書22）を参考に，年間の生ごみ回収量を回収世帯数で除して算出し

た。各世帯からの剪定枝供給量は，柏市の一般ごみ焼却施設のピ

ット調査より，可燃ごみの 7%が剪定枝等であるとされているた

め23），2009～2013年の可燃ごみ量平均24）に7%を乗じ，2009年

時点の柏市内戸建て住宅数115,72325）で除することで算出した。 

４）シナリオの分析 

・農作物自給率の計算 

先に求めた，1 m2当たりの農作物生産量に対して，空閑地の栽

培面積を乗じ，町丁目ごとに集計することにより，各町丁目の農

作物供給量を算出した。一方で，2009年度「家計調査」の「二人

以上の世帯の県庁所在市別1世帯当たり年間の品目別購入数量」
26）に対して，各町丁目の世帯数を乗じることにより，各町丁目の

農作物消費量を算出した。そして，農作物供給量を消費量で除す

ることにより，農作物自給率を算出した。 

・堆肥要求量の計算 

 堆肥要求量原単位に，空閑地の栽培面積を乗じ，町丁目ごとに

集計することにより算出した。 

・必要協力世帯率の計算 

まず，空閑地 1 m2当たりの農園利用に必要となる生ごみと剪

定枝の要求量と，空閑地の栽培面積を乗じて，町丁目ごとに集計

し，各町丁目の生ごみ，剪定枝要求量を計算した。一方で，世帯

からの生ごみ供給量および剪定枝供給量を，それぞれ町丁目の世

帯数で乗じ，町丁目あたりの生ごみ，剪定枝供給可能量を計算し 

表－1 第一期，第二期の堆肥成分と施肥効果の比較 

 

 

 

 

 

 

 

た。ここで，「必要協力世帯数」を「生ごみ，剪定枝のどちらも必

要量を供給可能とする最低限の協力世帯数」と定義し，生ごみ要

求量を供給可能量で除した値と，剪定枝要求量を供給可能量で除

した値のうち，大きい値を必要協力世帯数とした。なお，1 世帯

は1軒の戸建て住宅に相当するとした27）。 

 

３．結果・考察 

（１）生ごみ・剪定枝混合堆肥の成分と施肥効果 

 表－1に製造した堆肥2種の成分および栽培試験の結果を示す。

第一期は剪定枝を主とした堆肥，第二期は生ごみを主とした堆肥

であるが，肥料の三要素である窒素，リン酸，カリウムの含有量

を見ると，剪定枝を中心とした堆肥のほうがいずれも多くなった。

ただし，生ごみの投入量は，第一期は63.9 kg，第二期は20.5 kg

であり，冬期のため実験期間が長かった第一期のほうが3倍以上

多いが，肥料成分はさほどの違いはなかった。臭気指数について

は，地方自治体が定めている肥料製造現場における最も厳しい基

準値である1028）を下回り，特段の問題はなかった。 

一方，施肥効果については，第二期の生ごみを主とした堆肥の

ほうが試験品目（コマツナ）の生育が良く，収穫時の平均高で第

一期の1.3倍，無施肥の2.4倍，収穫物の重量で第一期の1.8倍，

無施肥の 3.6倍となった。これは，剪定枝と成分が近いバークを

堆肥化した場合，窒素の肥効率が 20%程度に留まるのに対し29），

生ごみ堆肥は肥効率 30～50%が期待できる20）ことが要因だと考

えられる．すなわち，全窒素では劣るが，生ごみを主とする第二

期の堆肥の方が肥効率が高く，施肥効果も高かったと考えられる。 

この結果から，以降，第二期の堆肥を利用することを想定し，

同堆肥の肥料成分を基準とした推定を行うこととした。なお，第

二期の堆肥製造にあたり投入した生ごみは 20.5 kg，剪定枝は

16.0 kgであり，約3:2の配分比であった。 

（２）有機性資源循環利用に関する原単位 

１）堆肥要求量 

第二期の堆肥の全窒素量を基準として，空閑地 1 m2に対する

年間堆肥要求量を計算した結果，5.9 kg/m2・yr となった。堆肥

製造時の有機性資源配分比（生ごみ：剪定枝＝3:2）および堆肥化

時の有機物分解に伴う有機性資源の残留率（生ごみ36%30），剪定

枝61%31））に従い，生ごみの必要量は7.1 kg/m2・yr，剪定枝の

必要量は5.4 kg/m2・yrと推定された。 

２）有機性資源供給量 

 1 世帯当たりの生ごみ供給量は 92 kg/yr，剪定枝供給量は 31 

kg/yrと推定された。 

３）農作物生産量 

空閑地 1 m2 を農園利用した場合の農作物生産量は，5.5 

kg/m2・yrと推定された。 

以上の値を用いて，柏市の戸建て住宅の平均敷地面積115 m2 32）

のうち，2割（23 m2）を資材置き場等とし，8割（92 m2）を農

園化した際の資源循環の量的イメージを，図－3に示した。 

ここで必要とされる生ごみ660 kg/yrは，概ね7.1世帯分の年

間生ごみ発生量に相当し，剪定枝500 kg/yrは，概ね16世帯分の

年間剪定枝発生量に相当する。また，生産可能な農作物500 kg/yr 

は，3.7 世帯分の年間消費量に相当する。これらの値から，平均

第一期 第二期 無施肥
窒素 [%（乾物）] 2.4 1.9
リン酸 [%（乾物）] 0.9 0.6
カリウム [%（乾物）] 2.8 1.6
炭素率（C/N比） 16.3 24.0
臭気指数 0～9 0～8
収穫時コマツナ平均高 [cm] 13.6 18.1 7.7
収穫時コマツナ平均高収穫分生重 [g] 179 323 90.0
※試験品目（コマツナ）は播種後22日で収穫した
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敷地面積を有する空閑地1区画を農園化する際，外部からの資源

に頼らず地力を維持する場合，概ね 16 世帯の協力が必要で，そ

れにより概ね3.7世帯分の農作物が得られるといえる。 

生ごみの質によって肥料成分や肥効率がより高まることも期待

されるため，今回の推定値はひとつの目安であるが，それでも，

農作物が供給される世帯数に対し，生ごみや剪定枝の供給を担う

世帯数のほうが多くなる可能性が高い。これは，農園を利用する

世帯が有機性資源の供給者となるだけでは，地力の維持は難しい

ことを示している。農園利用者であれば，自身の農地に対しての

肥料供給という観点から，堆肥づくりへの協力は得やすいと考え

られる。しかし，本研究の想定する有機性資源の小規模循環利用

を実施するためには，農園利用者以外にも，生ごみ，剪定枝の供

給に協力してもらう必要があり，協力者への動機づけや支援が必

要となると考えられる。 

（３）空閑地の農園化シナリオの分析 

 図－4に，各シナリオについて，項目ごとの分析結果を示した。

以下，項目ごとに詳細を記述する。 

１） 農作物自給率 

 「現状」シナリオでは0～4.0%（平均値0.28%，標準偏差0.63%）

となり，「潜在需要顕在化」シナリオでは 0.051～12%（平均値

1.5%，標準偏差2.2%），「最大利用」シナリオで0.24～56%（平

均値5.6%，標準偏差8.8%）となった。「現状」シナリオでは多く

とも4.0%の自給率に留まっているため，農作物の自給という観点

からはそれほど期待できないと考えられる。しかし，「潜在需要顕

在化」シナリオでは最大で12%，「最大利用」シナリオでは56%

のような町丁目も見られる。同町丁目は東柏１丁目（図中A）で

あり，主要駅から遠く，空閑地が多いことから，高い自給率を示

したものと考えられる。また，生産緑地や樹林地を多く含み，人

口密度が比較的小さい南増尾３丁目（図中B）も，17%と相対的

に高い値を示している。空閑地の農園化により完全自給を達成す

ることは困難だが，条件が揃う町丁目では，最大で5割程度の農

作物自給も可能であった。 

２） 堆肥要求量 

 堆肥要求量は各町丁目の空閑地の量に依存しているため，要求

量の地理的な差異は，図－2の空閑地の分布傾向と対応している。

「現状」シナリオでは0～5.8 t（平均値0.41 t，標準偏差0.91 t），

「潜在需要顕在化」シナリオでは0.074～18 t（平均値2.2 t，標

準偏差3.2 t），「最大利用」シナリオで0.34～81 t（平均値8.1 t，

標準偏差1.3 t）となった。 

 研究対象地における堆肥要求量の総量は，「現状」シナリオで

49 t，「潜在需要顕在化」シナリオで260 t，「最大利用」シナリオ

で 970 tであった。これらと図－3の値を用い，原料である生ご

みと剪定枝の必要量を計算すると，「現状」シナリオでは生ごみ

59t・剪定枝45 t，「潜在需要顕在化」シナリオで生ごみ310 t・

剪定枝240 t，「最大利用」シナリオで生ごみ1,200 t・剪定枝900t

となる。よって，シナリオに応じて，生ごみ59～1,200 t，剪定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 有機性資源循環の量的イメージ 

枝45～900 t，計100～2,000 tの廃棄物削減に資する可能性があ

るといえる。柏市の最新の統計24）によると，平成 25年度の家庭

系ごみ（可燃ごみ）の排出量は51,789 tであり，この値に対する

有機性資源の利用量は 0.20～3.9%となる。「現状」シナリオでは

廃棄物削減に対する貢献は大きくないが，「最大利用」シナリオで

は相当量の廃棄物が削減でき，またその多くは生ごみであり含水

率が高いため，焼却炉の燃焼効率向上にも貢献すると考えられる。 

３） 必要協力世帯率 

 必要協力世帯率は，「現状」シナリオで0～37%（平均値7.2%，

標準偏差 7.9%），「潜在需要顕在化」シナリオで 1.0～160%（平

均値 17%，標準偏差 24%），「最大利用」シナリオで 3.7～730%

（平均値 66%，標準偏差 103%）となった。「現状」シナリオで

はすべての町丁目において必要協力世帯率が 100%を下回るもの

の，「潜在需要顕在化」シナリオでは2町丁目，「最大利用」シナ

リオでは 20町丁目で 100%以上となった。20町丁目における，

町丁目面積に対する世帯数割合は0.91～34 世帯/ha，空閑地割合

は 0.079～11%であった。対象全町丁目の平均世帯数割合 29 世

帯/ha，平均空閑地割合が 1.1%であることを踏まえ，8 町丁目の

うち世帯数割合が平均を下回ったのは 14 町丁目，空閑地割合が

平均を上回ったのは 17 町丁目であった。これらの町丁目では，

圏域を領域外へ広げざるを得ない。町丁目境界を超えると，複数

の自治組織の連携が必要になる可能性が高く，有機性資源循環利

用の実施可能性は低いと考えられる。 

柏市が2007年に行った住民対象のアンケートによると，「あな

たが現在行っている緑化活動」または「今後取り組んでみたいと

考えている緑化活動」に「堆肥づくり」を回答した住民の割合は，

本研究対象地と重なる柏市中部・南部の値で，ともに11%であっ

た16）。これら住民は，有機性資源提供のみという，より低難易度

の作業には十分協力的であると解釈し，11%を潜在協力率だと仮

定する。必要世帯協力率がこの 11%以下の町丁目数は，「現状」

シナリオでは111 町丁目，「潜在需要顕在化」シナリオでは63 町

丁目，「最大利用」シナリオでは22 町丁目であった。これら該当

町丁目における，町丁目面積に対する世帯数割合は，「現状」シナ

リオで0.91～55 世帯/ ha，「潜在需要顕在化」シナリオで13～55 

世帯/ ha，「最大利用」シナリオで19～47 世帯/ haであり，空閑

地面積割合は「現状」シナリオで0.071～11%，「潜在需要顕在化」

シナリオで0.071～1.1%，「最大利用」シナリオで0.071～0.30%

であった。対象町丁目総数が120であることから，ほとんどの町

丁目で必要世帯協力率が潜在協力率を下回った「現状」シナリオ

の実施可能性は高いが，「潜在需要顕在化」・「最大利用」シナリオ

では約半数以上の町丁目で必要世帯協力率が潜在協力率を上回り，

実施可能性は低いといえる。ただし，これらのシナリオでも，う

まく動機づけすることにより，実施可能性向上の可能性がある。

たとえば，農園で収穫された農作物の定期的な無償分配や，堆肥

化作業の体験といった有機性資源提供者向けの環境教育に資する

イベント開催が考えられる。 

 

４．結論と展望 

 本研究より，生ごみと剪定枝を用いた小規模有機性資源循環利

用の効用について，以下3点が明らかになった。 

・ 平均敷地面積を有する空閑地 1 区画を農園化する際，概ね

16世帯の協力により，概ね3.7世帯分の農作物が提供される。 

・ 農作物自給率の平均値は，「現状」シナリオでは0.28%，「潜

在需要顕在化」シナリオでは1.5%，「最大利用」シナリオで

は5.6%であり，空閑地の農園化により完全自給は困難だが，

部分的な自給が可能となる。 

・ 研究対象地における堆肥要求量の総量から，シナリオに応じ，

生ごみ59～1,200 t，剪定枝45～900 tに相当する量の廃棄 
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 「現状」シナリオ 「潜在需要顕在化」シナリオ 「最大利用」シナリオ 

 

分析１ 

農作物自給率 

[%] 

 

凡例 

 

平均：0.29% 

中央：0% 

最大：4.0% 

最小：0% 

平均：1.5% 

中央：0.74% 

最大：12% 

最小：0.051% 

平均：5.6% 

中央：2.9% 

最大：56% 

最小：0.24% 

 

分析２ 

堆肥要求量  

[kg] 

 

 

凡例 

 

平均：0.41 t 

中央：0 t 

最大：5.8 t 

最小：0 t 

平均：2.2 t 

中央：1.1 t 

最大：18 t 

最小：0.074 t 

平均：8.1 t 

中央：4.2 t 

最大：81 t 

最小：0.34 t 

 

分析３ 

必要協力 

世帯率 

[%] 

 

凡例 

 

 
平均：2.7% 

中央：0% 

最大：37% 

最小：0% 

 
平均：17% 

中央：10% 

最大：160% 

最小：1.0% 

 
平均： 66% 

中央： 38% 

最大： 730% 

最小： 3.7% 

 
図－4 シナリオ分析の結果（斜線アミ掛けは住居系用途地域を含まないため対象地外） 
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物を削減できる。 

実施可能性については，潜在協力率と必要世帯協力率の観点か

らは，「現状」シナリオは実施可能だが，「潜在需要顕在化」シナ

リオおよび「最大利用」シナリオの実施には動機づけなど，運営

上の工夫が必要であることが明らかになった。 

 以上のように，本研究では，郊外住宅地を対象とした小規模な

有機性資源循環利用の効用と実施可能性を，具体的に明らかにす

ることができた。緑の基本計画においても，循環型社会の実施に

資するものとして，緑地由来の剪定枝の有効活用，生ごみの堆肥

化やその緑地への還元等が位置付けられている自治体も多い。し

かし，近年課題となってきている空閑地の発生・残存と，こうし

た緑地由来の資源利用とを合わせて考える施策は未だ少ない。本

研究の成果は，新たな施策の立案に向けた基礎的根拠を提供する

という観点から，計画論的な価値があると考えられる。ただし，

現実の取り組みを実施する段階にあっては，空閑地の土壌条件を

踏まえたより好ましい堆肥の製造方法を見出すための実験や，今

回想定したシナリオを提示したうえでの各世帯の協力意志の把握

など，データのさらなる積み上げと推定値の精緻化が必要である。 

本研究で示した小規模な有機性資源循環利用の実践にあたって

は，既に同様の取り組みを行っている先進事例に倣い，地域の実

情に合わせた展開を行っていくことが望ましい。たとえば，住民

が集団で生ごみや剪定枝を戸別回収し，農作物を栽培するコミュ

ニティガーデンである，東京都日野市のS農園33）では，一部の意

欲と時間のある農園利用者が中心となり，近隣住宅地から生ごみ

や剪定枝を回収し，還元作業を行っている。これにより他の住民

への負担を大きくすることなく，広範囲にわたる有機性資源の回

収を可能としている。一方，市民農園の利用者が各自生ごみを持

ち込んでいる埼玉県北本市リサイクル農園の事例34）では，有機性

資源提供者は少なくなるが，集団作業と異なり，個人のライフス

タイルに合わせて，柔軟に有機性資源の利用を行うことが可能と

なっている。このような事例の特徴を参考に，他地域でも同様の

取り組みを広げていくことが期待される。 
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